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 契約書作成の要否 要
 ２ハに掲げる認定を受けていない単体企
業又は２に掲げる設計共同体としての資格
の認定を受けていないもの（一般競争（指名
競争）参加資格の認定を受けていない単体企
業を構成員とする場合を含む。）も参加表明書
を提出することができるが、その者が技術提
案書の提出者として選定された場合であって
も、技術提案書を提出するためには、技術提
案書の提出時において、当該資格の認定を受
けていなければならない。
 ２トの実績については、国内及びＷＴＯ
政府調達協定締約国その他建設市場が開放的
であると認められる国等以外の国又は地域に
主たる営業所を有する建設コンサルタント等
にあっては、国内における業務の実績をもっ
て判断する。
 本業務を受注した建設コンサルタント（設
計共同体の各構成員、再委託先である協力事
務所を含む。以下同じ。）及び本業務を受注し
た建設コンサルタントと資本・人事面等にお
いて関連がある製造業者又は建設業者は、本
業務に係る建設工事の受注資格を失う。
 提出期限までに参加表明書を提出しない者
及び技術提案書の提出者に選定された旨の通
知を受けなかった者は、技術提案書を提出で
きないものとする。
 参加表明書及び技術提案書の作成、提出及
びヒアリングに関する費用は、提出者の負担
とする。
 参加表明書及び技術提案書に虚偽の記載を
した場合（ＰＵＢＤＩＳに虚偽のデータを登
録している場合を含む。）には、参加表明書又
は技術提案書を無効とするとともに、虚偽の
記載をした者に対して指名停止措置を行うこ
とがある。
又、提出された参加表明書及び技術提案書
が下記のいずれかに該当する場合は、原則そ
の参加表明書及び技術提案書を無効とする。
・参加表明書、技術提案書の全部又は一部が
提出されていない場合
・参加表明書、技術提案書と無関係な書類で
ある場合

・他の業務の参加表明書、技術提案書である
場合
・白紙である場合
・説明書に指示された項目を満たしていない
場合
・発注者名に誤りがある場合
・発注案件名に誤りがある場合
・提出業者名に誤りがある場合
・その他、未提出又は不備がある場合
 参加表明書及び技術提案書の取扱い
 提出された参加表明書及び技術提案書
を、当機構の了解なく公表､使用してはな
らない。
 提出された参加表明書は返却しない。な
お、提出された参加表明書は、技術提案書
の提出者の選定以外に提出者に無断で使用
しないものとする。
 特定されなかった場合は、提出時に返却
を希望した者に限り技術提案書を返却す
る。なお、提出された技術提案書は、技術
提案書の特定以外に提出者に無断で使用し
ないものとする。ただし、技術提案書の提
出者の選定又は技術提案書の特定を行う場
合に、必要な範囲において複製することが
ある。また、特定された技術提案書を公開
する場合には、事前に提出者の同意を得る
ものとする。

 提出期限以降における参加表明書、技術提
案書及び資料の差し替え及び再提出は認めな
い。又、参加表明書及び技術提案書に記載し
た配置予定の技術者は、原則として変更でき
ない。ただし、病休、死亡、退職等のやむを
得ない理由により変更を行う場合には、同等
以上の技術者であるとの発注者の了解を得な
ければならない。
 特定された技術提案書の内容については、
当該業務の仕様書に反映するものとする。た
だし、当機構からの指示及び当機構との協議
を優先して業務を実施する。
 技術提案書の特定後に、提案内容を適切に
反映した仕様書の作成のために、業務の具体
的な実施方針について提案を求めることがあ
る。
 技術提案書作成のために当機構より受領し
た資料は、当機構の許可なく公表、使用して
はならない。

 本業務の受注者が契約履行中に業務内容の
変更を行うこととなった場合、１の一部業
務の取止め及びこれに伴う契約金額の変更を
行うことがある。
 本業務の活動において知り得た情報等につ
いて、個人のプライバシー及び非公開とされ
た情報については、第三者にこれを公表して
はならない。既に取得している特許等の知的
所有権については、それを尊重し、いかなる
侵害も起こさないように努めること。本業務
により発生する特許等の知的所有権の申請・
保有等の取り扱いについては、機構との協議
により決定する。
 本件業務において、手続に参加する者が機
構の関係法人１者だった場合は、当該手続を
中止し、再公募を実施する。
 情報公表の拡大 独立行政法人が行う契約
については、「独立行政法人の事務・事業の見
直しの基本方針」（平成22年12月７日閣議決
定）において、独立行政法人と一定の関係を
有する法人と契約をする場合には、当該法人
への再就職の状況、当該法人との間の取引等
の状況について情報を公開するなどの取組を
進めるとされているところである。
これに基づき、以下のとおり、当機構との
関係に係る情報を当機構のホームページで公
表するので、所要の情報の当方への提供及び
情報の公表に同意の上で、応札若しくは応募
又は契約の締結を行うこと。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約
の締結をもって同意されたものとみなす。
又、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力をし
ない相手方については、その名称等を公表す
ることがある。
 公表の対象となる契約先 次のいずれに
も該当する契約先
・当機構との間の取引高が、総売上高又は
事業収入の３分の１以上を占めているこ
と
・当機構において役員を経験した者（役員
経験者）が再就職していること又は課長
相当職以上の職を経験した者（課長相当
職以上経験者）が役員、顧問等として再
就職していること

 公表する情報 上記に該当する契約先に
ついて、契約ごとに、工事、業務又は物品
購入等契約の名称及び数量、契約締結日、
契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲
げる情報を公表する。
・当機構の役員経験者及び課長相当職以上
経験者（当機構ОＢ）の人数、職名及び
当機構における最終職名
・当機構との間の取引高
・総売上高又は事業収入に占める当機構と
の間の取引高の割合が、次の区分のいず
れかに該当する旨
３分の１以上２分の１未満、２分の１
以上３分の２未満、又は３分の２以上
・１者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供する情報
・契約締結日時点で在職している当機構Ｏ
Ｂに係る情報（人数、現在の職名及び当
機構における最終職名等）
・直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び当機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して
72日以内

 暴力団員等による不当介入を受けた場合の
措置について
 業務の履行に際して、暴力団員等による
不当要求又は業務妨害（以下「不当介入」
という。）を受けた場合は、断固としてこれ
を拒否するとともに、不当介入があった時
点で速やかに警察に通報を行うとともに、
捜査上必要な協力を行うこと。
 により警察に通報を行うとともに、捜
査上必要な協力を行った場合には、速やか
にその内容を記載した文書により発注者に
報告すること。
 暴力団員等による不当介入を受けたこと
により工程に遅れが生じる等の被害が生じ
た場合は、発注者と協議を行うこと。

 本事業は機構の都合により契約締結時期や
履行期間の変更、業務内容の変更、契約の中
止を行う場合がある。
 本業務は平成21年国土交通省告示第十五号
によって積算するものである。
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